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第１ 人口の現状分析                                                           

 

１ 人口動向分析 

  総人口や年齢構成がどのように変化してきたか、その要因はどのようなものか等を分析する。 

 

（１）時系列による人口動向分析 

 

① 年齢３区分別人口の推移と将来推計 

 

 

※ここでは実績値のみ分析を行い、推計値は参考です。 

推計値は次項で今後整理します。          

 

 北斗市では、1990年代前半のいわゆるバブル経済期を除くと、人口増加が続いていたが、平成17(2005)

年に最も多い 48,056 人に達して以降、現在まで人口減少が続いている。 

 生産年齢人口は、平成 12(2000)年まで増加が続いていたが、それ以降減少に転じている。 

 年少人口については、少子化により減少の一途をたどっており、1990 年代後半には、高齢者人口を下

回った。 

 老年人口(65 歳以上)は、平均余命が伸びていることから、一貫して増加を続けている。 

  

  

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

総人口 39,096 39,841 39,741 43,177 46,804 48,056 48,032 47,044 45,692 44,062 42,287 40,423 38,453 36,369 34,246 32,037 29,808

年少人口 9,206 8,704 7,467 7,412 7,679 7,565 7,217 6,623 5,924 5,297 4,775 4,462 4,269 4,063 3,780 3,430 3,103

生産年齢人口 26,250 26,812 27,179 29,220 31,063 31,035 30,059 28,244 26,689 25,622 24,229 22,496 20,319 18,670 17,598 16,866 15,879

老年人口 3,640 4,309 5,088 6,545 8,061 9,454 10,756 12,176 13,079 13,143 13,283 13,466 13,866 13,636 12,867 11,740 10,825
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② 自然増減（出生・死亡）の推移 

 

 

 自然増減については、平成 4年頃まで減少を続けていたのち、一時横ばいの時期があったものの、近

年減少が続いている。 

 平成 16 年までは死亡数が出生数を下回っていたため、「自然増」の状態が続いていたが、平成 17 年

以降(平成 20 年除く)は死亡数が出生数を上回り、「自然減」に転じている。 

 

 

 ③ 社会増減（転入・転出）の推移 

 

 

 社会増減については、平成に入ってからしばらく転入者数が転出数を上回っていた（社会増）が、平

成 19年以降、北斗市外への転出超過（社会減）の状態となっている。 

  

  

S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

出生数 502 468 480 469 442 393 416 348 343 350 337 365 331 408 400 386 418 441 462 421 420 428 458 435 428 392 401 424 440 409 380 376 340 341 314

死亡数 291 312 270 255 275 298 241 292 275 274 269 287 303 292 206 313 283 305 315 301 277 403 407 402 415 450 449 447 427 483 475 496 487 577 502
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S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

転入数 2,438 2,272 2,217 2,097 2,919 2,416 2,406 2,141 2,154 2,065 2,201 2,563 2,656 2,920 3,120 3,214 3,599 2,825 2,767 2,643 2,587 2,398 2,546 2,687 2,411 2,491 2,179 1,994 2,124 1,958 1,854 1,884 1,672 1,823 1,732

転出数 2,232 2,218 2,347 2,097 2,963 2,506 2,381 2,208 2,102 2,054 2,078 2,074 2,184 2,106 2,176 2,355 2,304 2,317 2,334 2,299 2,411 2,354 2,420 2,320 2,213 2,083 1,966 2,179 2,124 2,087 1,930 2,015 1,976 1,928 1,913
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 ④ 自然増減・社会増減の推移 

 

 

 2004 年までは自然増・社会増と人口増が続いていたものの、2005 年には自然減、2007 年には社会減

が始まったため、2007 年から人口減の状態となり、減少が続いている。 

 

 ⑤ 合計特殊出生率の推移 

 
 北斗市の合計特殊出生率は、北海道平均より高く推移している。また、従来全国平均よりも高く推移

していたが、平成 24 年からは全国平均を下回っている。 

  

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

自然増加数 73 135 136 147 120 143 25 51 33 13 -58 -48 -23 13 -74 -95 -120 -147 -236

社会増加数 859 1295 508 433 344 176 44 126 367 198 408 213 -185 0 -129 -76 -131 -304 -105

人口増減数 932 1430 644 580 464 319 69 177 400 211 350 165 -208 13 -203 -171 -251 -451 -341
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（２）産業別就業者数の人口動向分析 

 

 ① 産業別就業者数の推移 

 

 

 産業別就業者数は、第 3次産業の割合が高くなっており、全産業とも減少してきている。その中でも、

第 2次産業の減少幅が一番大きくなっている。 

 

② 第 1次産業・業種別就業者の推移 

 

 農業の就業者の減少が特に激しく、第 1次産業全体の減少の要因となっている。  

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

分類不能の産業 5 3 9 17 34 350

第3次産業 9,077 9,924 11,936 13,802 14,923 14,904

第2次産業 4,721 5,138 5,796 5,909 5,539 5,015

第1次産業 3,575 2,998 2,606 2,255 2,018 1,794
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農業 2,849 2,386 2,128 1,903 1,724 1,526

林業・狩猟業 142 119 108 64 57 71

漁業・水産養殖業 584 493 370 288 237 197
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 ③ 第 2次産業・業種別就業者の推移 

 

 鉱業、製造業が増加してきていたものの、近年は減少傾向が見られる。 

 

④ 第 3次産業・業種別就業者の推移 

 

 サービス業が年々増加しており、第 3次産業全体の増加要因となっている。卸売・小売業は近年減少

傾向にあり、それ以外の業種についてはほぼ横ばいとなっている。 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

鉱業 115 63 75 37 51 18

建設業 2,189 2,343 2,766 2,920 2,559 2,286

製造業 2,417 2,732 2,955 2,952 2,929 2,711
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昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

卸売・小売業 3,271 3,614 4,338 4,990 4,434 4,017

金融・保険業 304 327 369 446 419 396

不動産業 31 58 66 93 115 240

運輸・通信業 1,550 1,455 1,838 2,017 1,914 1,980

電気・ガス・水道業 62 57 68 78 59 59

サービス業 3,236 3,769 4,523 5,414 7,189 7,538

公務 623 644 734 764 793 674
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（３）年齢階級別の人口動向分析（2005 年→2010 年） 

 

 

 

 

 男女ともに 10 歳～14 歳→15 歳～19 歳、15～19 歳→20～24 歳に社会減となっている。それぞれ、進

学及び就職により北斗市外へ移動することが大きな要因となっていると考えられる。 
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２ 将来人口の推計と分析 

 

  様々な仮定の下で将来人口推計を行って比較することで、人口に関する今後の課題を分析する。 

 

  

今後の分析状況等を踏まえ追加予定 
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第２ 人口の将来展望                                                            

 

１ 目指すべき将来の方向 

 

（１）人口減少への対応方針 

 

 

 

 

 

 

（２）取組の基本方針 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）目指す姿とその実現に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人口の将来展望 

 

 

 

 

 

 

今後の分析状況、総合戦略の検討状況を踏まえ追加予定 

今後の分析状況、総合戦略の検討状況を踏まえ追加予定 

 

※ 現時点における基本方針の考え方としては、以下のとおり 

① 市民をはじめ、企業、道等が人口減少問題に関する基本認識を共有し、それぞれが役割

を発揮しながら、その対策に一体的に取り組む。 

 ② 北斗市の特性や実情に応じ、多様な社会のあり方を踏まえた取組を進める。 

 ③ 人口減少問題への対応の視点から、これまでの取組を見つめ直し、長期的展望に立って、

有効な対策を総合的に構築し実施する。 

 

 

今後の分析状況、総合戦略の検討状況を踏まえ追加予定 

今後の分析状況、総合戦略の検討状況を踏まえ追加予定 
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北斗市の人口動向のポイント 
 

【P2】総人口の推移 

 国勢調査によると、人口は増加傾向が続き、平成 17 年にピークの 48,056 人

となり、5年後の平成 22 年に微減(△24 人)に転じた。 

            (参考)平成 22 年～平成 26 年の住基人口△1,309 人 

 

【P3】自然増減（出生・死亡）の推移 

 平成 16 年までは自然増（死亡数が出生数を下回る）の状態であったが、平成

17 年以降は自然減（死亡数が出生数を上回る）に転じている。 

（直近年：平成 26 年△188 人） 

 

【P3】社会増減（転入・転出）の推移 

 平成 18 年までは社会増（転入数が転出数を上回る）の状態であったが、平成

19 年以降は社会減（転入数が転出数を下回る）に転じている。 

（直近年：平成 26 年△181 人） 

 

【P4】自然増減・社会増減の推移 

 平成 17 年に自然減、平成 19 年に社会減がそれぞれ始まり、それに伴い人口

減となっている。             （直近年：平成 26 年△369 人） 

 

【P4】合計特殊出生率の推移 

 従来、全国、北海道より高く推移していたが、平成 24 年からは全国平均を下

回っている。                 （直近年：平成 26 年 1.31） 

 

【P5】産業別就業者数の推移 

 第 3 次産業の割合が年々高くなっているが、全産業とも就業者数の減少が見

られる。 

 

【P7】年齢階級別の人口動向（2005 年→2010 年） 

 5 年間での推移を見ると、男女ともに 10 代、20 代前半に大きな社会減が見ら

れる。 

 


